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独立行政法人自動車事故対策機構に係る年度計画

独立行政法人自動車事故対策機構（以下「機構」という。）の中期計画を実

行するため、独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第３１条の規

定に基づき、機構に係る平成２３年度（平成２３年４月１日から平成２４年３

月３１日までの期間）の年度計画を以下のとおり定めます。

１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

（１）組織運営の効率化

顧客ニーズに対応した業務体制の構築のため、業務の実態に対応した

職員配置を引き続き実施します。

また、インターネットを活用した新適性診断システム（ｉ－ＮＡＴＳ）

の全国の支所等への導入完了及び事業者への普及による効果を踏まえ、

被害者援護業務の拡充に向けた業務配分等の見直しを検討します。

（２）人材の活用

① 機構が､事故防止､被害者援護の分野で中核的な機能を果たすための組

織を構築するため､産業カウンセラー等の資格を取得した職員の積極的

な活用、事業環境の変化に対応した経験者採用や人事交流、能力・実績

を適正に評価する仕組みの適切な運用等により、人材の有効活用を図り

ます。

② 事故防止業務や被害者援護業務の質の向上を図るため、研修の充実を

図り､職員の資質の向上及び育成を行います｡

（３）業務の運営の効率化

① 指導講習業務・適性診断業務

ア インターネットを活用した新適性診断システム（ｉ－ＮＡＴＳ）の

全国の支所等への導入を完了したことに伴い、適性診断業務の更なる

効率化を図ります。

イ トップセールス等により事故防止に関する機構の取り組み等のＰＲ

を促進するとともに地方運輸局等との連携を強化し、受講者・受診者

の拡大を図ります。
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また、インターネットを活用した新適性診断システム（ｉ－ＮＡＴ

Ｓ）の利便性を積極的にＰＲし、同システムの利用促進、受診者の拡

大を図ります。

以上の措置を講じることにより、自己収入比率（注１）（平成２３年度）

について中期計画目標の５０％以上に引き上げます。

（注１）自己収入比率＝自己収入（手数料収入等）/総収入（＝総経費）

② 療護施設の設置・運営

ア 医療水準・コスト水準等に関しタスクフォース（注２）により外部評価

を行い、その結果をホームページ等で公表します。

（注２）外部有識者からなる事業改善等を目的とする評価のための機関

イ 引き続き、療護施設が保有する高度先進医療機器の利用促進を図る

ため、地域医療機関との連携を図り、年間１１，０００件以上の外部

検査を受託します。

③ 交通遺児等への生活資金の貸付

ア 債権回収等に関して効率的な業務運営に努め、債権管理規程等に基

づく、効果的な債権回収を行うことにより、回収率９０％以上を確保

します。

イ 債権管理委員会において適切な貸付債権の評価を実施するととも

に、リスクに応じた適正な引当金を計上し、その結果についてホーム

ページ等で公表します。

④ 業務全般

ア 一般管理費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及

び特殊要因により増減する経費を除く。）について、業務運営の効率

化を推進し、平成２２年度予算の４％程度に相当する額を削減するこ

とにより、平成２３年度末までに平成１８年度比で１５％以上の額を

削減します。

イ 業務経費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び

特殊要因により増減する経費を除く。）について、業務運営の効率化
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を推進し、平成２２年度予算の２％程度に相当する額を削減すること

により、平成２３年度末までに平成１８年度比で１０％以上の額を削

減します。

ウ 契約に関しては、国における見直しの取組（「公共調達の適正化に

ついて」（平成１８年８月２５日付け財計第２０１７号。財務大臣か

ら各省各庁の長あて。））等を踏まえるとともに、「独立行政法人の契

約状況の点検・見直しについて」（平成２１年１１月１７日閣議決定）

を受けて設置された契約監視委員会において、随意契約の徹底した見

直し及び一般競争入札等の競争性の確保等、契約の点検・見直しを受

け公表した「随意契約見直し計画」（平成２２年６月）に基づき、

２２年度に締結された契約について改善状況をフォローアップし、競

争性及び透明性の確保を図ります。

エ 引き続き、療護施設が保有する高度先進医療機器の利用促進を図る

ため、地域医療機関との連携を図り、年間１１，０００件以上の外部

検査を受託します。（再掲）

２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達

成するためにとるべき措置

（１）指導講習業務・適性診断業務

① 講習内容及び診断内容の充実・改善

ア 運行管理者等指導講習の受講需要に適切に対応した講習の開催回数

の設定及び自動車運送事業者を取り巻く経営環境に応じて適切に講習

用テキストの改訂を行います。

イ 受診需要に適切に対応した受診機会を提供するため、インターネッ

トを活用した新適性診断システム（ｉ－ＮＡＴＳ）及び同システムに

よる貸出機器の利用促進を図ります。

ウ より事故防止に効果的なカウンセリング付一般診断の普及促進を図

ります。

エ ｉ－ＮＡＴＳの機能を改良し、事業者の安全対策の充実を図ります。



4

② 指導講習、適性診断等を行う職員の資質の向上を図るための研修を行

います。

また、自動車運送事業者の安全マネジメント体制の構築を支援するた

め、安全マネジメントに関するコンサルティング、講習及び運輸安全マ

ネジメント評価等を実施します。

さらに、従来の安全マネジメント講習に、ＩＴ機器の活用や交通事故

の要因分析手法等に関する内容を盛り込んだステップアップ化した講習

を実施します。

③ 以上の施策を実施することにより、受講者・事業者に対する５段階評

価の調査における安全対策への支援効果に関する評価度（平成２３年度）

について、４．０以上とします。

（２）指導講習・適性診断の実施機関になろうとする民間団体等への支援

民間団体の参入の促進が図られるよう、新たに実施機関になろうとす

る民間団体等へ機構の診断機器等を含む適性診断に関する情報提供や適

性診断員等への教育訓練を実施します。

（３）療護施設の設置・運営

① 遷延性意識障害者に対し、病棟ワンフロアシステム（注３）、プライマ

リーナーシング（注４）や高度先進医療機器による質の高い治療・看護を

実施するとともに、医学的観点から治療機会の公平な確保を図ること

により、平成２３年度中の脱却（注５）者の総数を１５人以上とします。

また、引き続き、改善指標（ナスバスコア）を活用した治療改善度

を公表するとともに、治療改善度の向上を図ります。

なお、療護施設機能の一部委託先病院においても、引き続き入院患

者が脱却できるよう適切な治療・看護を行います。

また、引き続きメディカルソーシャルワーカー（注６）等による転院先

情報の提供等、患者家族に対する支援を行います。

さらに、療護施設退院後に患者家族等の介護者が安心・安楽な介護

を実践できること等を目的とする看護プログラムを試験的に導入し、

その効果について検証を行います。

（注３）病棟を１つのフロアに集中、仕切りを最小限にして患者を絶えず観察視野

におく方式
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（注４）継続した受持看護方式

（注５）一定の意思疎通・運動機能の改善

（注６）患者・家族が抱える諸問題の解決、調整を援助する専門家

② 設備の更新計画に基づき、中部療護センターのポジトロン（陽電子）

断層撮影装置（ＰＥＴ）を更新するとともに、地元大学等研究機関や他

療護施設との連携の強化、職場内研修の充実等により、高度先進医療機

器を活用した医療技術やプライマリーナーシングによる看護技術の開発

・向上を図ります。

③ 引き続き、療護施設で得られた知見・成果を他の医療機関等において

最大限に活用する観点から、日本脳神経外科学会及び日本意識障害学会

において研究発表を年１５件以上行うとともに、部外医師・看護師等に

対する研修を行うなどして、他の医療機関等への治療・看護技術の普及

活動を積極的に行います。

また、中部療護センターにおける岐阜大学との連携大学院において、

引き続き、研究指導等を行うとともに、その研究成果について学会発表

等を行います。

④ 療護施設機能の一部を一般病院へ委託することの拡充について、拡充

する地区及び委託する規模（病床数）等の検討を行います。

（４）介護料支給等支援業務

① 重度後遺障害者に対して被害等の状況に応じた介護料の支給及び短期

入院費用に係る助成を行うとともに、短期入院費用に係る助成について、

ニーズを踏まえた制度の見直しを行い、効果的な被害者救済を図ります。

また、本部及び主管支所に設置した介護に関する相談窓口において、

介護福祉士等による介護に関する知識・技術の提供等重度後遺障害者の

家族に対する相談支援を療護施設と連携して効果的に実施するととも

に、新規認定者及び既存の認定者に対する訪問支援サービスを実施する

ことにより、被害者の状況及び要望を把握し、受給資格者等が抱える在

宅介護に関する相談事項への対応及び各種情報提供等を行うことで受給

資格者等に対する精神的支援を強化します。

併せて、これらの介護に関する知識・技術等の各種情報を機関誌「ほ

ほえみ」やホームページの活用により発信します。
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さらに、介護料受給者及び介護者同士がお互いに交流できるインター

ネットを活用した情報ツールを構築するとともに、介護料受給者及び介

護者を集めての交流会を実施します。

② 以上の施策を実施することにより、重度後遺障害者の家族に対する５

段階評価の調査における介護支援効果に関する評価度（平成２３年度）

について４．０を目標とします。

（５）交通遺児等への生活資金の貸付

① 引き続き、被害者のニーズに応じた生活資金貸付けの見直しを検討し

ます。

また、被害者に対する相談支援の充実を図るため家庭相談員が適切な

指導、助言を行えるような研修を実施して、その資質の向上を図ります。

さらに、被害者家族同士の交流の場の拡充を行うためコミュニケーシ

ョンをより一層図った集いの実施により交通遺児等の健全な育成を図る

精神的支援を強化します。

② ①の施策を実施することにより、被害者に対する５段階評価の調査に

おける精神的支援に関する評価度（平成２３年度）について、４．０以

上とします。

（６）自動車事故による被害者への情報提供の充実

情報案内サービスを実施し、自動車事故の被害者等に対し、機構の各種

援護制度の情報を提供するとともに、他機関の援護制度や事故相談・訴訟

・病院等に関する総合的な情報提供を行います。

また、情報案内サービスの利用向上のための積極的な広報を行います。

さらに、情報提供機能の水準を高めるため、従事する者への適切な研修

等を行います。

（７）自動車アセスメント情報提供業務

① 効率的かつ公正な自動車アセスメントを実施することにより、自動車

メーカーの安全な車の開発意識を高めるとともに、ユーザーが安全な車

を選択しやすい情報を提供します。

これにより安全性能に係る指標（乗員保護性能は総合評価の☆の数（注

７）及び歩行者頭部保護性能は評価レベル）について、過去に自動車アセ
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スメントを実施した車種の後継車種の評価指標の平均値が、旧車種の評

価指標の平均値以上となるようにします。

（注７）総合評価の得点率を☆の数６段階で表示

② よりわかりやすい情報の提供

ア よりわかりやすいパンフレットを配布します。

イ よりわかりやすくホームページを改善します。

ウ 自動車アセスメント試験結果発表会を開催し、併せて自動車アセス

メントグランプリ車及びアセスメント優秀車の発表を行います。

エ メディアに対して自動車アセスメントの公開を行う等、メディアを

積極的に活用しユーザーに対しわかりやすい情報提供を行います。

オ モーターショーへ出展をします。

③ 以上の施策を行うことにより、ユーザーに対する５段階評価の調査に

おける利用度・満足度に関する評価度（２３年度）について、４．０以

上とします。

④ Ｆｌｅｘインパクタを利用した歩行者脚部保護性能試験を導入しま

す。

⑤ 歩行者保護GTR(世界統一基準）の国内導入に係る頭部保護性能試験速

度等の見直しについて、アセスメントへの反映のための調査研究を行い

ます。

⑥ 衝突試験評価を包括した新安全性能総合評価を導入します。

⑦ 交通事故を未然に防止するため予防安全装置の効果評価のための基礎

調査を行います。

⑧ 海外の関係機関との情報交換等

ア 海外のアセスメント関係機関との情報交換を積極的に行うととも

に、その結果を踏まえて今後の我が国の試験方法、情報提供方法等の

改善に役立てます。

イ 世界ＮＣＡＰ会議等に参加し、我が国が新たに導入する歩行者脚部

評価試験等について情報提供を行います。
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⑨ 業務改善状況等についてタスクフォースにより外部評価を行い、その

結果をホームページ等で公表します。

（８）自動車事故対策に関する広報活動

後席シートベルト着用推進・飲酒運転の根絶等の事故防止対策事業や被

害者への各種情報提供等の被害者援護対策事業、さらには自動車損害賠償

保障制度の周知など機構業務の認知度向上のため、各種イベントへの参画、

国・地方自治体等の関係機関と連携した広報活動、また、ポスター、パン

フレット、インターネット、マスメディア等を活用した国民・関係機関

（者）への周知宣伝活動により、積極的な広報活動を推進します。

３．予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画

別紙１のとおり

４．短期借入金の限度額

予見し難い事故等の事由により資金不足となる場合に限り、短期借入金

の限度額１，４００百万円とします。

５．重要な財産を譲渡し、又は担保にする計画

なし

６．剰余金の使途（目的積立金として承認された場合）

① 利用者サービス充実のための環境の整備

② 職員研修の充実

７．その他主務省令で定める業務運営に関する事項

（１）施設及び設備に関する計画

別紙２のとおり

（２）人事に関する計画

人件費（退職手当等を除く。）については、簡素で効率的な政府を実現

するための行政改革の推進に関する法律（平成１８年法律第４７号）等に

基づき、平成２２年度予算比で１％以上の削減を行います。
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また、国家公務員の給与構造改革を踏まえた給与体系の見直しを進めま

す。

（３）独立行政法人自動車事故対策機構法（平成１４年法律第１８３号）第

１５条第１項に規定する積立金の使途


